







　The purpose of this paper is to examine “team schools (school as a team)” as an education 
policy terminology of the Education, Culture, Sports, Science and Technology Ministry. 
This article considers the main points of “team schools” at issue. This study focuses on the 
possibilities of the collaboration of various professions in Japanese schools. It is argued that we 
should explore the new roles and possibilities of school libraries in relation to “team schools”.
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学校（チームとしての学校）」がある。2015 年 12 月に中央教育審議会答申「チームとしての学
校の在り方と今後の改善方策」が出され、「チーム学校（チームとしての学校）」をめぐる議論が
活発化し、「アクティブ・ラーニング」と共に、文部科学省の教育政策用語として人口に膾炙さ
れるようになった。2017 年 3 月、「義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図るための
チーム学校と学校図書館





































下におかれている。2013 年、日本をはじめ 34 ヶ国を対象に、OECD（経済協力開発機構）が実
施した「国際教員指導環境調査（TALIS: Teaching and Learning International Survey）」の結
果によれば、日本の中学校教員の 1週間あたりの労働時間は 53.9 時間となっている 7）。調査参加
国の平均労働時間が週 38.3 時間であり、平均を大きく上回る結果であると同時に、この調査で
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は参加国の中で突出した最も長い労働時間となった。この問題について、2014 年 10 月の衆議院
文部科学委員会において取りあげられ、下村博文文部科学大臣（当時）は以下のように答弁した。
　 「本年（引用者注　2014 年）6月に公表されましたTALIS では、我が国の中学校における教




















　2014 年 9 月、文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会として、「チームとしての学校・
教職員の在り方に関する作業部会」が発足した。同省の政策立案を目的として、「チーム学校」
の実施に向けての本格的な議論が同年 11 月から上記の作業部会において開始された。計 17 回に













































































校教育法第 37 条 14 項「事務職員は、事務に従事する」という規定が、「事務職員は、事務をつ
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  6） 青木は、「チーム学校」と「チームとしての学校」を以下のように峻別している。「端的にいうならば、「チー
ム学校」は自民党に設置された教育再生実行本部の議論における用語であり、「チームとしての学校」は中
央教育審議会、文部科学省の議論における用語である」（青木栄一「「チーム学校」政策の背景についての教
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